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答申第４４号平成１４年５月２２日（諮問第５３号）答申１審査会の結論鹿児島県知事（以下「実施機関」という。）が本件異議申立ての対象となった公文書を一部開示とした決定は，鹿児島県情報公開条例（平成１２年鹿児島県条例第１１３号。以下「条例」という。）及び
改正前の鹿児島県情報公開条例（昭和６３年鹿児島県条例第４号。以下「旧条例」という。）の解釈及び運用を誤ったものではなく，取り消す必要はない。２異議申立ての内容
(1)
異議申立ての経緯本件異議申立人は，条例第５条の規定に基づき，平成１３年６月３０日付けで「県営中山間地域総合整備事業財部地区１１ー４工区の財部町北俣字谷ノ口○○○ー○（○○○○○○○○○所有）の工事開始に伴う用地取得に関する関係文書のうち下記に示す文
書①工事開始時の確認書又は確約書，②予算の執行台帳（この土地に関する予算の使用状況），③土地を取得せずに工事着工できる根拠法規及び規則，④占有権に対する立ち退き及び立ち退きに関する請求書等の関連文書」という内容の開示請求を郵送により行った。これに対し，
実施機関は，①と③については不存在，②については，平成１２年度の土地改良事業用地買収台帳（以下「本件文書２」という。）を特定し開示，④については，補償承諾書（以下「本件文書４」という。）を特定し一部開示，全体としては平成１３年７月２４日付け大隅耕第１２
０号で一部開示の決定を行った。その後，この決定を不服として，平成１３年８月１７日付けで異議申立てがなされたものである。
(2)
異議申立ての趣旨本件異議申立ての趣旨は，②に対して本件文書２を特定し開示とした決定，④に対して本件文書４を特定し一部開示とした決定の取消しを求めるというものである。
(3)
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開示している。ア本件文書２について・平成１１年度に工事は完了しているのに，平成１２年度の台帳を開示している。・平成１１年度に，○○○ー○を取得するために必要な予算（立ち退き請求した経費，補償した補償金，補償に要した費用，測量に使用した経費及び土地の
取得費用等）の使用状況を請求したものである。・大隅耕地事務所は，土地を取得せずに工事を行っているが，そのようなことができるのか。イ本件文書４について・大隅耕地事務所がどのような法的手続きにより，占有権に対する立ち退き及び立ち退きに関する請求を行ったかを
請求したのである。・「占有権に対しては補償しないものとする。」と公共用地の取得に伴う損失補償基準第１４条に明記されている。・立ち退きが決着後に契約し補償されるべきなのに，何ら立ち退きの請求をせずに補償を行うのはおかしい。・電話があったのは事実であるが，
「補償承諾書なる文書がどのような文書か内容が分からないためコメントしない。」と伝えたものであり，内容が少し違う。３異議申立てに対する実施機関の説明要旨
(1)
実施機関が特定した対象公文書県営中山間地域総合整備事業財部地区１１ー４工区（財部町北俣字谷ノ口○○○ー○）に係る「土地改良事業用地買収台帳，補償承諾書」
(2)
対象公文書の特定経緯及び決定内容・公文書開示請求書において，「県営中山間地域総合整備事業財部地区１１ー４工区の財部町北俣字谷ノ口○○○ー○（○○○○○○○○○所有）の工事開始に伴う用地取得に関する関係文書のうち下記に示す文書①工事開始時の確認書又は
確約書②予算の執行台帳（この土地に関する予算の使用状況）③土地を取得せずに工事着工できる根拠法規及び規則④占有権に対する立ち退き及び立ち退きに関する請求書等の関連文書」という内容で請求がなされた。・①と③については，該当する公文書は不存在。・②の予算の
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は平成１２年度に県が取得したため，本件文書２を特定し開示とした。・④の占有権に対する立ち退き及び立ち退きに関する請求書等の関連文書については，請求書の記載からでは公文書を特定できないと考え，平成１３年７月１３日に請求者に電話により確認した。その電話
の内容については，「立ち退きに関する請求書等の関連文書」という記載があったため，補償承諾書（工事施工箇所に工作物や立木等がある場合，工作物や立木等の所有者から移転等とその費用について承諾をもらうことになっている。）がこれに該当すると当事務所では考えてい
る旨伝えたところ，次のように回答したため本件文書４を特定した。「関連文書かどうかは，耕地事務所の判断で私は確認できない。事務所の方で関連文書と判断したのならそのように処理すればよい。ただし，私は関連文書であることを承諾したわけではない。」という回答であ
った。なお，本件文書４のうち，所有者の住所，氏名，金額，個人の印影は，旧条例第８条第２号に該当し不開示とした。４審査会の判断
(1)
審査の経過審査会は，本件異議申立てについて，以下のような審査を行った。年月日審査の経過平成
13
年８月
30
日諮問を受けた。平成
13
年９月
14
日実施機関から処分理由説明書を受理した。平成
13
年９月
17
日異議申立人に処分理由説明書を送付し意見書の提出を求めた。平成
13
年
10
月
17
日諮問の審議を行った。平成
13
年
11
月
16
日異議申立人に意見陳述の機会付与の通知をした。（陳述希望なし）平成
13
年
12
月
18
日諮問の審議を行った。（実施機関から処分理由等を聴取）平成
14
年４月
19
日諮問の審議を行った。平成
14
年５月
21
日諮問の審議を行った。
(2)
審査会の判断審査会は，本件文書２及び本件文書４について審査した結果，以下のとおり判断する。ア本件文書２について○○○ー○（○○○○○○○○○名義であるが，買収当時の実際の土地所有者は○○○○○○○○）は，用地買収について土地所有者の了解を得ていたが



-48-
この土地に関する予算の使用状況ということで，土地の取得費用等が記録された用地買収台帳がこれに該当すると考え，本件文書２を特定したものである。これに対し，異議申立人は，意見書の中で，「請求した内容は，立ち退き請求した経費，補償した補償金，補償に要した
費用，測量に使用した経費及び土地の取得費用等の予算の使用状況である。」と主張している。イ本件文書４について工事施工箇所に工作物等がある場合，工作物等の所有者から移転等とそれに係る費用について，補償承諾書で承諾をもらうことになっている。実施機関は，開示請
求書に異議申立人が記載した内容「占有権に対する立ち退き及び立ち退きに関する請求書等の関連文書」からでは，公文書を明確に特定できないと考え，異議申立人に電話をし，「立ち退きに関する請求書等の関連文書という記載から，補償承諾書がこれに該当する。」旨伝えたと
ころ，異議申立人は，「関連文書かどうかは，耕地事務所の判断で私は確認できない。事務所の方で関連文書と判断したのならそのように処理すればよい。ただし，私は関連文書であることを承諾したわけではない。」と答えた旨処分理由説明書の中で述べている。これに対し，異
議申立人は，意見書の中で「補償承諾書なる文書がどのような文書か内容が分からないためコメントしない。」と伝えたものであり，内容が少し違う旨述べている。ウ公文書の特定について条例第６条には，開示請求の手続についての規定があり，開示請求書の必要的記載事項とし
て，第１項第２号に「公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項」と規定されている。「公文書の名称」については，求める公文書の正式の名称でなくとも，通称として用いられているものを含み，「公文書を特定するに足りる事項」については，実施機
関の職員が，当該記載から開示請求者が求める公文書を他の公文書と識別できる程度の記載があれば足り，請求された公文書が特定されたものとして扱うとされている。同条第２項には，「実施機関は，開示請求書に形式上の不備があると認めるときは，開示請求者に対し，相当の
期間を定めて，その補正を求めることができる。」という規定があり，「形式上の不備があると認めるとき」とは，公文書を特定するに足りる事項の記載が不十分であるため開示請求に係る公文書が特定されていない場合を含むものとされている。実務上は，所定の公開窓口におい
て開示請求書を受け付ける場合にあっては，事務処理の迅速性を図るという観点から，できるだけその場で必要な情報の提供や補正を求めるなど適宜指導を行うようにしている。また，郵送による開示請求の場合などその場で補正を求めることができないときは，相当の期間を定め
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モとして残すなどの方法により行っている。そこで，本件文書２の特定についてみると，実施機関は，電話等により請求者に確認は行っていない。しかし，予算の執行台帳（この土地に関する予算の使用状況）という請求内容からして，他の公文書と識別できる程度の記載があ
ると認められ，実施機関が請求に対する公文書を，土地の取得費用等が記録された土地改良事業用地買収台帳のほかにはないと考えたことについて，次のとおり，特段の問題はなかったと認められる。異議申立人は，意見書の中で，「請求した内容は，立ち退き請求した経費，補償
した補償金，補償に要した費用，測量に使用した経費及び土地の取得費用等の予算の使用状況である。」と主張している。確かに，土地の取得には，ａ測量設計に要する費用（測量会社への委託費用），ｂ用地交渉に要する費用（交通費，電話代等），ｃ土地取得，補償に要する費
用（土地取得費，工作物移転費等），ｄ登記に要する費用（用地調査員の交通費，連絡用の封書・切手・電話代等）などの経費がかかる。しかしながら，ａの測量設計に要する費用，ｂの用地交渉に要する費用及びｄの登記に要する費用については，この土地に関する部分を分離し
て特定することは不可能である。ｃの土地取得，補償に要する費用については，本件文書２及び本件文書４が考えられるが，本件文書４については，「占有権に対する立ち退き及び立ち退きに関する請求書等の関連文書」に対応する文書として特定がなされている。したがって，本
件文書２の特定については，実施機関の判断に特段の問題はなかったと認められる。次に，本件文書４の特定についてみると，実施機関は，開示請求書に異議申立人が記載した内容からでは，公文書を明確に特定できないと考え，請求者に確認の電話をしている。補償承諾書には，
「鹿児島県起業中山間総合整備事業財部地区実施に関する末尾記載の工作物・庭木補償は，上記金額をもって承諾します。なお，１末尾記載の立木等又は権利については，平成１１年１１月３０日までに収去し，又は消滅させます。２………」という記載があり，「収去」という文
言などから，占有権に対する立ち退き及び立ち退きに関する請求書等の関連文書という請求内容に対して，実施機関において補償承諾書がこれに該当すると考えたことについては，特段の問題はなかったと認められる。また，処分理由説明書中に記載がある「事務所の方で関連文書
と判断したのならそのように処理すればよい。」旨の異議申立人の言動などを考えると，実施機関が請求に対する公文書を，補償承諾書と特定するに至ったことはやむを得ない状況があったと認められる。したがって，本件文書４の特定については，実施機関の判断に特段の問題は
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５付帯意見当審査会は，本件の審査を通じ，公文書の特定の在り方についても議論したので，それを踏まえ，次のとおり意見を付する。公文書の特定は，開示請求の本質的な部分であり，開示請求者が行うべき事柄であるが，実際には，開示請求者は公文書の名称を正確に知ら


